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第２回あま市成年後見制度利用促進協議会議事録（要旨） 

 

日時：令和４年３月１８日（金） 

午後１時３０分から    

場所：あま市役所甚目寺庁舎   

２階 第１会議室     

（オンライン併用）    

 

出席者等：委員６人、オブザーバー１人 

     事務局３人、関係職員７人 

 

１ あいさつ 

  吉田会長より 

 

２ 委員紹介（資料１） 

  令和３年９月末をもって、香川三津子司法書士が退任された。後任として

中村和雄司法書士事務所の中村和雄司法書士が就任された。任期はあま市成

年後見制度利用促進協議会設置要綱第５条の規定に基づき、前任者の残任期

間（令和６年３月３１日まで）とする。 

 

３ 議題 

 ⑴ あま市成年後見制度利用促進協議会設置要綱の改正について（資料２） 

 事務局 

  令和３年７月２９日に一部を改正した。１点目は語句の修正として、「委員

会」を「協議会」に、「委員長」を「会長」に、「副委員長」を「副会長」に

改めた。２点目は第７条を新設した。本協議会はオブザーバーとして、名古

屋家庭裁判所の職員に出席を依頼している。制定時の要綱では、協議会委員

以外の出席について規定していなかったことから、新設した。 

 

 ⑵ 令和３年度権利擁護センターの実績について（資料３） 

 事務局 

  これまでの準備委員会や協議会において、相談傾向を見ながら事業展開を

検討することとしていたため、初年度の実績をまとめた。 

  スライド２は広報・啓発活動の実績を示した。広報・啓発活動を多く開催

したかったが、感染症拡大防止の観点等から、この実績となった。なお、権

利擁護センターのＰＲは、広報あまやあま市公式ウェブサイトに記事を掲載
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するほか、市民記者からの取材も受けた。また、社会福祉協議会の広報誌や

ウェブサイトにも記事を掲載した。 

  スライド３は今年度の相談実績の全体をまとめた。新規相談は３６件、延

べ相談件数は２０９件、権利擁護ケース検討会議は６件だった。市長申立て

は昨年度まで高齢者・障がい者合わせても、１年に１件あるかないかだった

が、３件申立てた。また、報酬助成は過去に助成したことはなかったものの、

３件助成した。 

  スライド４は３６件あった新規相談の内訳を示した。性別は男性が２２件、

女性が１４件となり、年代や利用者区分は障がい者が１３件、高齢者が２３

件だった。年代別では８０代が１３件、７０代が８件となった。また、相談

経路を集約したところ、親族からの相談が１５件と最も多かった。 

  スライド５は新規相談３６件を疾患別に集計した。判断能力には問題のな

い高齢者一般が１件、認知症が１６件、精神障がいが９件、知的障がいが６

件、身体障がいが４件で、認知症が最も多かった。 

  スライド６は２０９件あった延べ相談の相談内訳を集計した。「成年後見制

度の説明・利用検討」が２２６件と最も多く、次いで「金銭・資産管理」が

１９０件、「家賃・光熱水費・税金・利用料等の支払い」が１７７件だった。

合計件数が７８３件となったのは、１件の対応につき、該当する相談内容を

複数計上しているため、数字が大きくなっている。 

  以上により、初年度は福祉関係者よりも、親族からの相談が多かったこと

から、より相談につながりやすくなるよう、次年度以降は福祉関係者向けの

研修会を多く開催できるよう、企画していきたい。 

 

 委員 

  成年後見制度は一般にはなじみにくい制度だと感じている。一般の人にわ

かりやすいように、漫談を交えたり、わかりやすい言葉を使ったりすると良

いと思われる。 

 

 事務局 

  今年度の実績を振り返ってみると、福祉関係者向けの研修会も積極的に開

催することが有効になると感じた。委員の意見も踏まえ、来年度の事業に生

かしていきたい。もし、どなたか良い講師があれば、紹介いただきたい。 

 

 委員 

  新規相談について、７月の開所以降、１０月は新規相談が０件で、１１月

は８件と増えたが、要因はなにか。 
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 事務局 

  １１月３日に講演会を開催した反響で、相談が多かったと感じている。 

 

 委員 

  広報・啓発活動について、三士会以外に障害年金を取り扱う社会保険労務

士会などにも、権利擁護センターのリーフレットを配布すると、認識が広が

っていくのではないか。また、施設にも届けることも有効だと思ったため、

検討されたい。 

 

 委員 

  海部圏域の専門職全員が権利擁護センターを知らない場合もある。要望し

てもらえたら、会を通じてリーフレットを配布することの手伝いができる。 

 

 事務局 

  今年度、三士会にそれぞれ協議できたが、社会保険労務士会にも権利擁護

センターをＰＲしていきたい。福祉施設などへも積極的にリーフレットを配

布する。また、会を通じてリーフレットを配布することに関しても、後日改

めて相談したい。 

 

 委員 

  実際に成年後見制度等を利用する運びになったケースのスピード感につい

て、相談者の満足感はどうか。 

 

 事務局 

  決して早かったとは言えない。権利擁護センターを担当する職員がひとり

だったこと、他業務との関係もあったことなどから、思うように進められな

かったところはあった。また、初年度で探りながら進めてきたこともあり、

スピード感への影響もあった。来年度以降は組織的に人員配置を考えるほか、

スピードアップできるように経験値も積めたと感じている。 

 

 委員 

  実際に申立てに至り、後見人等が就任された本人の様子はどうか。 

 

 事務局 

  市長申立てした３件では、本人とは意思疎通が図れないケースもあり、ど

のように感じているかは推測でしかないが、総じて支援者はスピード感より
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も、後見人が就いて良かったと言ってもらえた。ただ、ケースによっては時

間を要したものもあったと認識している。 

 

 委員 

  スピード感という観点であれば、事務的なことや法律的なことであれば、

わかる限り手伝えるため、ぜひ相談してほしい。 

 

 委員 

  権利擁護センターが設置されたことで、明確な相談先ができたことは心強

い。当機関にもリーフレットを置いてもらえれば、相談業務にも具体的に提

案できるため、配布されたい。 

 

 委員 

  職員がひとりという点は心配である。広報・啓発活動したとしても、受け

る側の職員体制を先に整える必要があると思われる。この協議会は従事する

職員の増員を要請する、専門職に業務依頼するなどの側面もあるため、しく

みづくりから進めてはどうか。 

 

 事務局 

  ちょうど年度末で、来年度の人員配置が発表になる時期でもある。もとも

と社会福祉課に社会福祉士の配置を求めていた。職員が配置されれば、権利

擁護センター専従職員として置きたい。 

 

 ⑶ あま市成年後見制度利用促進計画の変更について（資料４） 

 事務局 

  今年度末で計画期間が終了する本市の成年後見制度利用促進基本計画の計

画期間を２年間延長すること、法人後見の実施に向けた検討を進めることを

追加することの２点が変更内容となっている。 

  まず、計画期間を延長する理由について、国の第二期成年後見制度利用促

進基本計画において、市町村計画に盛り込むことが望ましいとされる「地域

共生社会の実現に向けた参加支援」等の課題には、当市において令和４年度

及び５年度で策定する第３次地域福祉計画の主要テーマとして検討する予定

となる。また、この第３次地域福祉計画において方向性を示す予定である「重

層的支援体制整備事業」では、権利擁護センターもその事業の一翼を担う機

関として役割を果たすことが求められるものと想定している。 

  そこで、第２次成年後見制度利用促進基本計画は、第３次地域福祉計画策
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定の議論も踏まえて策定することが望ましいと判断し、地域福祉計画の対象

期間を念頭に、１次計画の計画期間を２年間延長して、平成３１年度から令

和５年度までの５か年計画としたい。 

  次に、「法人後見の担い手の育成・活動支援に向けた検討」について、新た

に盛り込む理由について、当地域でも今後、法人後見の必要性が高まること

を想定し、法人後見の担い手となる団体の育成を進めていく必要があると考

えている。そこで、中核機関の一部機能を担う市社会福祉協議会が法人後見

の担い手となることが望ましいと考え、育成・活動支援に向けた検討を進め

ていきたい。 

  また、中核機関が法人後見実施団体を兼ねる際に注意すべき判断の客観性

を担保する運営上の工夫については、受任者調整機能を充実させた専門職等

による候補者推薦会議を組織するなどについても、検討していきたい。 

  なお、この変更計画案を計画書に反映した見え方は、資料にある第２次あ

ま市地域福祉計画の８３、８５、８９ページを参照されたい。 

 

 会長 

  事務局案のとおり承認する。事務局は変更後の利用促進計画に沿って、成

年後見支援の充実に励んでほしい。 

 

 ⑷ 法人後見の実施向けた検討について 

 事務局 

  あま市の成年後見支援の充実に向け、法人後見の実施に向けた検討を積極

的に行っていきたい。今年度、専門職団体から後見人等候補者を推薦しても

らえるよう、弁護士会、リーガルサポート愛知支部、社会福祉士会と直接打

ち合わせした。 

  その協議の中で、県内にも中核機関や権利擁護センターが各自治体に設置

され、成年後見制度が広まると、制度を利用する人が増えてくると予想され

る。しかし、専門職にもなり手に限りがあるため、いまのうちから地域で支

えるしくみを検討する必要性を感じた。 

  あま市においても、地域づくりの一歩として、法人後見の実施を挙げた。

法人後見は社会福祉協議会が実施できるよう、市側は法人後見ガイドライン

の作成など、連携して事業化していきたい。 

 

 会長 

  この点について、社会福祉協議会から発言をお願いする。 
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 あま市社会福祉協議会 

  法人後見が地域に必要だと認識している。来年度は調査研究を重ね、令和

５年度には法人後見を実施できるよう、組織をつくっていきたい。 

 

 会長 

  社会福祉協議会は地域福祉の推進主体として、存分に力を発揮されたい。 

  本日、名古屋家庭裁判所後見センター職員に出席してもらっている。家庭

裁判所の立場から発言をお願いしたい。事務局から質問はあるか。 

 

 事務局 

  ３点質問したい。１点目に、法人後見の実施に向けて検討するに当たり、

より具体的にイメージできるよう、どのようなケースが法人後見に選任され

るか。２点目に、法人後見の選任に当たって、名古屋家庭裁判所の基本的な

考え方や法人後見に期待することはなにか。３点目に、社会福祉協議会が法

人後見を実施するとして、どのような場合が利益相反に当たるか、それをク

リアにするため、どの点に注意を払うと良いか。 

 

 名古屋家庭裁判所 

  １点目について、一般的には長期間にわたって成年後見制度の利用が想定

されるケースである。成年後見制度は始まってから本人が亡くなるまで続く

ため、長期にわたる場合は、個人よりも法人の方が長く続けることができる

と想定される。また、こまめに生活費や現金を本人に届けるなど、本人への

対応回数が多いケースは、対応する人が多くいると良いため、法人の方が好

ましいと思われる。ほかに、ＤＶや虐待のような危機管理上の配慮を要する

ケースは、法人の方が好ましいのではないかと言われている。 

  ２点目について、名古屋家庭裁判所で法人後見の選任において、まだ統一

した基本的な考え方は整理されていない。一般的に法人後見に期待されるこ

とは、長期間にわたって後見事務を行うことができること、内部で担当者を

交代することができること、ひとりでは負担が重い事務を複数人で対応する

ことができることとなる。また、非常時に担当者でなくても対応しうるし、

非常時でも法人の方が緊急時に対応できることが可能だと思われる。期待さ

れることとしては、法人であることで業務の監査体制が働きやすい。法人が

社会福祉協議会の場合は想定しにくいが、一般論として利益相反の関係が懸

念材料として言われているところである。 

  ３点目について、行政関与が強い社会福祉協議会の場合、特化して利益相

反に該当するケースが考えにくいと内部でも話していた。少なくとも最近の
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本庁において、利益相反で問題になったケースは把握していない。一般的に

法人後見において、利害関係や利益相反で問題になりうるケースとしては、

本人に有償サービスを提供している法人だとか、入所施設のサービスなどの

法人が後見人になった場合、本人に高額な支出をさせて利益を得る、入所施

設を変更したいのに変えないといったリスクが考えられる。リスクを抑える

ためには、事前の受任調整時に利害関係があるか、第三者によるチェック機

能を設けると良いと思われる。ただ、家庭裁判所の選任の実情として、個々

の事案によって決まってくるところもある。 

 

 事務局 

  利害関係や第三者チェックについては、今後、学習を重ね、ケースに応じ

て専門職や名古屋家庭裁判所に相談していきたい。 

 

 名古屋家庭裁判所 

  家庭裁判所としても、法人後見の選任や市民後見の選任を拡大していくこ

とは、今後、利用者が増えていく中で、担い手の確保は重要な点だと認識し

ている。 

 

 委員 

  保佐類型や補助類型は日常生活自立支援事業と重なる部分がある。ケース

によってどちらが適切か検討する中で、法定後見でなければならないとか、

日常生活自立支援事業でなければならないというわけではなく、本人にとっ

てより良い方法を幅広く検討できると良い。 

  日常生活自立支援事業であれば、判断能力が落ちてきたら、法定後見へリ

レーしていくというように、社会福祉協議会が法人後見を実施するのであれ

ば、横並びに検討していくと良いのではないか。 

 

 あま市社会福祉協議会 

  社会福祉協議会は横出しサービスを行っていくというところでは、法人後

見と日常生活自立支援事業がリンクして支援するという形が取れれば良いと

思っている。事業やサービス自体が縦割りになっているところを横で連携し

てつながっていくことが必要だと感じている。社会福祉協議会としての強み

を発揮していきたい。 

 

４ その他 

  第３回あま市成年後見制度利用促進協議会（次回は令和４年９月の予定） 


